
３　新型コロナウイルス感染症の影響と対応
Ｒ２の主な取組の状況【D】 施策の課題【C】 Ｒ３の取組（予定）【A】

新型コロナ感染症の影響による対応
新型コロナ感染症等の影響を踏
まえた課題

今後どのような取組を実施していくのか

1-1 義務教育
における
確かな学
力の育成

義務教
育課

54-55 (1) ①授業改善推進
チーム活用事業

①16市22町、82校、32チームで実施 （※R
元 30市町69校、26チーム）

①１人１台端末が整備
されることから、ICTを
活用した授業改善が必
要◆
※１人１台端末の整備
が前倒しとなった。

①「授業改善推進チーム（ICT）を新設◆
※整備された１人１台端末を活用した授業
改善を研究実践する。

◎

1-2 高校教
育課

56-57 (1) ①学校教育指導訪
問

①学校教育指導訪問の実施（５月～８月）
◆
※第一次訪問を５月～７月に実施予定で
あったが、内容を変更しないように実施す
るため、実施時期の変更・繰り下げが生じ
た。

①各学校で育成を目指
す資質・能力を育むた
め、教科等横断的な視
点による教育活動を充
実させる必要がある。

①学校教育指導等において、研究指定校等
における教科等横断的な視点による教育活
動の実践例をもとに指導助言。
※必要に応じてオンラインの活用を検討。

高校教
育課

(1) ②教科指導訪問 ②教科指導訪問の実施（９月～１月）◆
※第二次訪問は９月～12月の実施予定で
あったが、実施時期の変更・繰り下げや、
道内４ブロックをまたぐ移動が生じる際は
中止した学校があった。

②各学校で育成を目指
す資質・能力を育むた
め、教科等横断的な視
点による教育活動を充
実させる必要がある。

②学校教育指導等において、研究指定校等
における教科等横断的な視点による教育活
動の実践例をもとに指導助言。
※必要に応じてオンラインの活用を検討。

高校教
育課

(1) ③北海道高等学校
教育課程研究協議
会

③北海道高等学校教育課程研究協議会の実
施◆
※道央と道東の２会場において集合形式で
それぞれ２日間実施する予定であったが、
日程を１日に短縮し、オンライン形式に変
更して実施した。
※日程の短縮に伴い、各内容の時間を短縮
するとともに、提言をとり止めて対応し
た。

③各学校で育成を目指
す資質・能力を育むた
め、教科等横断的な視
点による教育活動を充
実させる必要がある。

③学校教育指導等において、研究指定校等
における教科等横断的な視点による教育活
動の実践例をもとに指導助言。
※会場の増設、オンデマンド、オンライン
の活用を検討。

高校教
育課

(1) ⑤北海道高等学校
「未来を切り拓く
資質・能力を育む
高校教育推進事
業」

⑤「学びの重点化」推進プロジェクトの実
施（全道４校で実施）◆
※研究協議会や先進校視察が実施できな
かった。
※依頼があった学校に、道教委の指導主事
を講師として派遣し、研修を行った。先進
校視察については次年度に繰り越すことと
した。

⑤授業改善は進んでい
るが、指導と評価の一
体化を一層充実させる
ため、学習評価の改善
を図る必要がある。

⑤令和３年度『高等学校教育課程編成・実
施の手引』に、各教科ごとの学習評価の参
考事例を掲載。
※研究指定校が成果の交流を図る機会を創
設。

高校教
育課

(2) ①北海道高等学校
「未来を切り拓く
資質・能力を育む
高校教育推進事
業」

①
・授業改善セミナー（教科指導講座（R元：
21会場429名参加→R2：20会場379名参
加））の実施◆
※全道24会場で教科指導講座を実施する計
画であったが、４会場で中止。他会場の実
践報告についてウェブページに掲載し周知
した。
・「学びの重点化」推進プロジェクトの実
施（全道４校で実施）◆
※研究協議会や先進校視察が実施できな
かった。
※依頼があった学校に、道教委の指導主事
を講師として派遣し、研修を行った。先進
校視察については次年度に繰り越すことと
した。

①参加者アンケートか
ら「授業改善セミナー
は授業力向上に役立っ
たか」という質問に
99.6％の教員が肯定的
に回答した一方で、
「校内で教科の研修を
行う機会はあるか」と
いう質問への肯定的な
回答は66.6％にとど
まっているため、指導
主事によるワーク
ショップ型の校内研修
等の実施により、授業
改善を推進する必要が
ある。

①学校教育指導等の機会を活用し、授業改
善に係る課題を把握し、各学校の課題に応
じて、各教育局の指導主事等による校内研
修を実施
※必要に応じてオンラインの活用を検討。

2 特別支援
教育の充
実

特別支
援教育
課

58-59 (1) ①特別支援連携協
議会

①本庁・各教育局～集合形式実施（札幌市
内）で年２回実施予定であったが、年２回
開催（紙面会議）◆
※対面協議が実施できなかった

①切れ目ない支援が受
けられる体制を整備す
るため、福祉・医療・
労働分野等の関係部局
や関係機関等との連携
が必要

①オンラインを活用して協議会を開催

Ｒ２の主な施策【P】

新型コロナ感染症の影響を
受けた施策

施
策
番
号

施策名 主管課 頁 進
展

これから
の時代に
求められ
る資質・
能力の育
成（高
校）

高校教
育課

(3) ①北海道高等学校
「未来を切り拓く
資質・能力を育む
高校教育推進事
業」

①
【教員対象】
・授業改善セミナー（進学指導講座（R元:6
会場156名参加→R2:3会場71名）の実施◆
※全道６会場で実施する計画だったが、３
会場で中止。他会場の実践報告について
ウェブページに掲載し周知した。
・｢スペシャリスト育成講座｣(10月、R2:17
名)◆
※９月に実施する計画であったが、実施時
期の変更・繰り下げ
・｢学力テスト開発会議｣(２～３月、参加者
R元:27名→R2:27名)◆
※開発員が一堂に会して作問を行う予定で
あったが、オンライン会議
【生徒対象】
・｢探究活動キャンプ｣(１月、参加者R元:25
名→R2:54名)◆
※参加者が一堂に会して探究活動に取り組
み、成果発表を行うよう予定だったが、遠
方の参加者はオンラインで参加
・｢アドバンスト学習キャンプ｣(１月、参加
者R元:107名→R2:66名)◆
※ネイパル等の施設を利用して宿泊型の学
習合宿とする計画であったが、道立高校等
を会場に日帰りで実施

①｢探究活動キャンプ｣
において、大学教授等
に参画いただき生徒の
探究活動を支援した。
今後は、生徒が学生と
協働する取組を推進
し、生徒の知識・技能
だけではなく、思考
力・判断力・表現力等
や、主体的に学習に取
り組む態度等を育成す
る。

①参加者アンケート結果から、「アドバン
スト学習キャンプ」や「探究活動キャン
プ」の満足度が高いことから、今後も事業
を継続
・大学等と連携した事業において、教授等
を招聘した講演にとどまらず、生徒と学生
との協働的な学びを推進するなど実施内容
を改善・充実
※必要に応じてオンラインの活用を検討す
る。

- 129 -



Ｒ２の主な取組の状況【D】 施策の課題【C】 Ｒ３の取組（予定）【A】

新型コロナ感染症の影響による対応
新型コロナ感染症等の影響を踏
まえた課題

今後どのような取組を実施していくのか

Ｒ２の主な施策【P】

新型コロナ感染症の影響を
受けた施策

施
策
番
号

施策名 主管課 頁 進
展

2 特別支援
教育の充
実

特別支
援教育
課

58-59 (1) ②管内市町村教育
委員会就学事務担
当者等研修会

②集合形式（各教育局14会場)であったが、
Web会議で実施し、動画を配信したため協議
を実施できなかった◆

②早期からの教育相談
や就学先決定の進め
方、就学後の適切な支
援のため、就学事務担
当者への専門性向上の
機会の確保が必要

②Web会議システムを用いた研修会を実施す
るとともに、オンラインを活用した協議に
より、専門性の向上を図る。◆

(1) ③特別支援教育進
路指導協議会

③14教育局17会場で実施予定であり、時間
を短縮（他課の説明、道立校の説明を取り
やめ）を合わせて動画を配信◆

③障がいのある生徒の
適切な進路選択のた
め、知的障がい特別支
援学校高等部等の教育
内容や入学者選考の概
要について担当教諭や
保護者への周知が必要

③中学校第３学年の担当教諭と保護者に限
定し、オンラインを活用して研修会を実施
するとともに説明動画をYouTubeチャンネル
に掲載◆

(2) ①経験の浅い教員
の専門性向上を図
るための協議会、
セミナー

①検討協議会は、集合形式（札幌市）で年
２回実施予定であったが、オンライン（年
２回）の実施とした。◆

①発達障がいの可能性
のある児童生徒に対す
る指導の充実を図るた
め、教員養成段階から
初任段階までを見据え
た支援体制や、経験の
浅い教員に対する支援
体制の構築が必要

①検討協議会やWG会議、リーダー教員の授
業参観や教育大生との意見交換を踏まえた
「特別支援教育ファーストステッププログ
ラム（素案）」を作成するとともに、オン
ラインを活用した授業研究会を開催

特別支
援教育
課

(3) ①学習指導要領改
訂に対応するため
の「教育課程編成
の手引」の作成と
配付

①周知徹底のための教育課程研究協議会に
ついて、集合形式(札幌市　2日間)の予定で
あったが、オンライン（12月　１日日程
（２日）◆）の実施とした。

①特別支援学校に在籍
する子どもたちの自立
と社会参加の促進のた
め、一人一人の「主体
的・対話的で深い学
び」の視点から授業改
善の一層の推進が必要

①授業改善を図るためのポイントや障がい
種ごとの指導の工夫についてまとめた「手
引」を作成するとともに、Web会議システム
を用いて特別支援学校や特別支援学級等の
教員を対象に教育課程研究協議会を実施

特別支
援教育
課

(3) ②医療的ケア児が
安全な環境の下、
学べるようにする
ための体制整備

②医療的ケアに関する看護師を含む教職員
の専門性向上に関する研修会について、集
合形式（8月　札幌市）で開催する予定だっ
たが、オンライン（１月◆）の実施とし
た。

②安全・安心な医療的
ケア実施体制整備に係
る喀痰吸引等を適切に
実施することができる
教員養成のため、特別
支援学校の教員に対す
る「喀痰吸引等研修」
の実施等による専門性
の向上が必要

②今年度、オンラインを活用して医療的ケ
アを実施する予定の教員を対象とした研修
会を
開催

教職員
課（特
別支援
教育
課）

(4) ②特別支援教育の
免許取得率向上の
ための「免許法認
定講習」

②例年、対面式による免許法認定講習を開
設してきたが、今年度は新型コロナウイル
ス感染症対策を徹底するため、インター
ネットによる同時双方向型遠隔講習方式に
より開設。（令和2年11月7日～令和3年1月
31日）
【知・肢・病】取得課程：定員100名 受講
120人
【聴覚】領域追加課程　：定員 60名 受講
52人◆

②専門性に基づいた指
導の向上のため、免許
法認定講習の着実な継
続

②特別支援学校教諭免許状の所有率向上に
向けた認定講習の開設

3 国際理解
教育の充
実

高校教
育課

60-61 (1) ①帰国・外国人児
童生徒等教育の推
進支援に向けた支
援体制の構築及び
日本語指導等担当
教員の資質向上

③関係機関と連携
し、留学経験者に
よる体験講話や留
学相談を実施する
など、高校生の国
際理解や海外留学
を支援

①
・関係機関の代表者による協議会の開催◆
※集合形式の予定であったが、オンライン
の活用による協議会に変更
※オンラインに変更しても当初予定してい
た内容を行うことができた。
・日本語指導担当者等を対象とした研修会
の開催◆（４ブロック）
※集合形式の予定であったが、一部オンラ
インの活用による研修会に変更（２ブロッ
ク）
※オンラインに変更しても当初予定してい
た内容を行うことができた。

①広域な北海道におい
て増加、散在化傾向に
ある外国人児童生徒等
の受入れ体制の整備状
況及び日本語指導の状
況に差が見られること
から、市町村や学校の
実態やニーズに応じた
支援体制を構築するこ
とが必要

①市町村や学校のニーズに応じた学校への
訪問支援や研修会の充実
※オンラインの活用による運営協議会・連
絡協議会、訪問支援の実施

高校教
育課

(1) ②北海道グローバ
ル人材育成キャン
プの改善・充実

②「北海道グローバル人材育成キャンプ」
については、新型コロナウイルス感染症の
情勢を鑑み中止◆

②事業最終年度によ
り、事業終了

②・③
　引き続き、関係機関と連携し、留学経験
者による体験講話などを実施するほか、海
外留学など高校生の国際理解・国際交流の
機会を充実・支援

高校教
育課

(1) ③関係機関と連携
し、留学経験者に
よる体験講話や留
学相談を実施する
など、高校生の国
際理解や海外留学
を支援

③
・「高校生交換留学促進事業」（アルバー
タ州、ハワイ州）については、新型コロナ
ウイルス感染症の情勢を鑑み中止し、代わ
りにオンラインでの生徒交流を実施◆
・「青少年国際交流加速化事業」（サンク
トペテルブルク市・北京市・ニュージーラ
ンド・タスマニア州）については、新型コ
ロナウイルス感染症の情勢を鑑み中止し、
代わりにオンラインでの生徒交流を実施◆

③国際的な視野を持っ
たグローバル人材の育
成のため、関係機関と
の一層の連携による、
留学の促進等につなが
る取組の充実が必要

②・③
　引き続き、関係機関と連携し、留学経験
者による体験講話などを実施するほか、海
外留学やオンラインでの交流など高校生の
国際理解・国際交流の機会を充実・支援

高校教
育課

(2) ①小・中学校、高
等学校における児
童生徒の英語力及
び教員の英語力・
指導力の向上

①小・中学校、高等学校合同研修会の開催
◆
※集合形式の予定であったが、オンライン
の活用による研修（４管内）に変更、また
は、中止（１管内）
※中止になった管内については、各校の授
業改善に生かすことができるよう、推進校
の授業動画を送付した。

①生徒の英語力や言語
活動を行っている学校
の割合について、管内
間で差が生じているこ
とから、管内の実態を
踏まえ、校種間連携を
図りながら、生徒の４
技能５領域のバランス
の取れた英語力向上を
図ることが必要

①小・中学校及び高等学校の系統的な英語
教育の指導体制の充実を図ることが必要な
ことから、引き続き、「小・中・高等学校
英語教育支援事業」を実施
※地域の実態に応じてオンラインの活用に
よる合同研修会の実施
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Ｒ２の主な取組の状況【D】 施策の課題【C】 Ｒ３の取組（予定）【A】

新型コロナ感染症の影響による対応
新型コロナ感染症等の影響を踏
まえた課題

今後どのような取組を実施していくのか

Ｒ２の主な施策【P】

新型コロナ感染症の影響を
受けた施策

施
策
番
号

施策名 主管課 頁 進
展

3 国際理解
教育の充
実

高校教
育課

60-61 (2) ②地域との協働に
よる高等学校教育
改革推進事業（グ
ローカル型）
の研究成果の普及

②成果発表会における成果報告の実施
（3/10･11･16）※運営指導委員の参加中止
◆
・運営指導委員会は書面会議で開催し、そ
の中で生徒の課題研究の成果の発表を動画
で視聴した。
・「高校生ミーティング」については開催
を中止した。◆（R3実施予定）

②指定校の取組を広め
るため、成果の一層の
普及を図ることが必要

②登別明日中等教育学校の「あけびの日」
における事業の成果の普及（高校生による
課題研究の成果発表、意見交流等）
※令和３年度で終了の事業であるが、オン
ラインを活用した「研究指定事業における
研究成果報告会」等で成果の普及を図る

4 理数教育
の充実

高校教
育課

62-63 (2) ②科学の甲子園 ②十勝（帯広）会場の新設（感染症対策の
観点から筆記競技のみ実施）◆
※決勝大会を中止し、筆記試験のみの実施
とした。
※代表を選考する上で、順位を決定する際
の総合点に実技競技（観察・実験や工作な
ど）を入れられなかった。

②感染症対策の観点か
ら密集を避けながら競
技を安全に実施できる
体制の構築が必要◆

②参加者の多い札幌地区において、複数の
会場を設置し、密集を避けながら参加者を
増加◆
※各会場の感染症対策の徹底

高校教
育課

(2) ③探究的な学びを
重視する新学習指
導要領の趣旨を踏
まえた理科・数学
の授業改善

③北海道高等学校教育課程研究協議会理
科・数学部会の開催
（11月、オンデマンドによる説明に替えて
実施）◆
※教科に係る研究協議は中止

③オンラインを活用し
た理科・数学の教員の
研究協議会開催の検討
が必要◆

③オンラインを活用した理科・数学におけ
る教科研究協議会の
開催◆

高校教
育課

(2) ④スーパーサイエ
ンスハイスクール
を拠点とした先進
的な理数教育の実
践研究及び実践事
例の普及

④HOKKAIDOサイエンスフェスティバルの開
催（２月、生徒の発表動画をYouTubeに限定
公開することに替えて実施）◆
※同時双方向による生徒同士の意見交流、
質疑応答ができなかった。

④各高等学校がスー
パーサイエンスハイス
クールの実践を簡単に
活用できるようにする
ことが必要

④スーパーサイエンスハイスクール実践事
例集における実践事例の拡充
※必要に応じてオンラインの活用を検討

5 情報教育
の充実

ICT教
育推進
課、教
職員育
成課

64-65 (2) ④高等学校におけ
るプログラミング
や情報セキュリ
ティに関する学習
活動の充実に向け
た教員の指導力向
上の取組の実施

④新学習指導要領の円滑な実施に向け、プ
ログラミングや情報セキュリティに関する
学習内容の充実を図るよう教科「情報」の
担当教員を対象とした「教科指導講座」を
実施を全道３会場で実施（10月～11月、参
加者R元:10名→R2:41名)◆
※開催回数が減少（４会場→３会場）

④「教科指導講座」を
通じて、教員の新学習
指導要領についての理
解を深めたが、令和４
年度の実施に向け、よ
り多くの教員に研修機
会の提供が必要

④「教科指導講座」を継続し、具体的な指
導及び評価方法等について指導助言
※ＩＣＴのハードウェア的な活用方法の指
導を含み、対面で開催を行いたいところだ
が、再度コロナウイルス感染症が拡大した
場合には、指導内容を厳選しオンラインで
の開催を検討する。

ICT教
育推進
課、教
職員育
成課

(3) ①教員のＩＣＴ活
用の指導力の向上
に係る研修の実施

①ＩＣＴを活用した優れた実践を行ってい
る教員が実践発表やワークショップ等を行
う「教科指導講座」を全道３会場で実施
（10月～11月、参加者R元:10名→R2:41名)
◆
※開催回数が減少（４会場→３会場）

①「教科指導講座」を
通じて、教員の新学習
指導要領についての理
解を深めたが、令和４
年度の実施に向け、よ
り多くの教員に研修機
会の提供が必要

①「教科指導講座」を継続し、具体的な指
導及び評価方法等について指導助言
※ＩＣＴのハードウェア的な活用方法の指
導を含み、対面で開催を行いたいところだ
が、再度コロナウイルス感染症が拡大した
場合には、指導内容を厳選しオンラインで
の開催を検討する。

6 キャリア
教育の充
実

高校教
育課

66-67 (1) ④「高等学校イン
ターンシップ推進
事業」の継続実施

④大学卒業が前提となる資格を要する職業
にも拡大して実施するよう指導助言
・実施校193校、インターンシップ体験生徒
数16,196名
（全日制道立高校195校、在籍生徒数79,049
名中）

④進学希望者の多い普
通科高校におけるイン
ターンシップの実施率
が低いことから、その
改善に向けインターン
シップの必要性等につ
いての周知を強化する
ことが必要

④新型コロナウイルス感染症の影響につい
て、実施状況調査の結果を踏まえ、実施時
期や日数など実施方法について適切に対応
するよう指導助言。◆
※将来、社会にどのように参画していくの
かを考えさせる体験的な学習活動などの充
実を図る。

8 道徳教育
の充実

義務教
育課

70-71 (1) ①道徳教育の全体
計画の見直しや別
葉の活用、道徳科
の年間指導計画の
見直しによる計画
的、発展的な指導
の充実を図るため
の研修会等の充
実、研修成果の還
元

①オンラインの活用等による各学校の実践
交流の機会の設定◆
※９月に集合形式で実践交流を含む研修会
を実施する予定だったが中止となったこと
から、各学校における校内研修等で活用す
ることができる「道徳教育校内研修パッ
ケージ」を作成し、道内全ての市町村に周
知した。

①学校の教育活動全体
を通じた道徳教育、道
徳科の特質を踏まえた
指導方法や評価方法の
工夫・改善、家庭・地
域との連携による道徳
教育の充実を図る必要
があることから、地域
の実態に応じた研修の
一層の充実が必要

①道徳教育校内研修パッケージ「『考え、
議論する道徳』の実現に向けて」などの資
料やオンラインを活用した道徳教育推進会
議及び授業参観、研究協議の実施

11 体験活動
の推進

社会教
育課

76-77 (1) ①各教科等の特質
に応じた体験活動
の充実が図られる
よう宿泊研修にお
ける活動を支援

①道立青少年体験活動支援施設を宿泊研修
で利用する学校を対象とした事前プログラ
ム相談の充実(公立学校のうち小学校
39.8％、中学校29.0％、高等学校27.8％、
特別支援学校15.7％が利用)◆
※ネイパルの臨時休業や感染拡大防止のた
め学校の判断によりネイパルでの宿泊研修
の実施を見合わせた結果、一部の校種では
事前プログラム相談件数が減少した。

①道立青少年体験活動
支援施設職員よるプロ
グラム相談体制や情報
提供の充実が必要

①引き続き学校への情報提供や各教科等の
特質に応じた体験プログラム等の整備を充
実

13 いじめの
防止や不
登校児童
生徒への
支援の取
組の充実

生徒指
導・学
校安全
課

80-81 (1) ①スクールカウン
セラーの派遣など
教育相談体制の充
実

①スクールカウンセラー・スクールソー
シャルワーカーの派遣や「子ども相談支援
センター」による24時間対応の電話相談、
ＳＮＳを活用した相談などを実施（通年）
するとともに、新型コロナウイルス感染症
に関連した不安に対応するため、スクール
ソーシャルワーカーの緊急派遣や、ＳＮＳ
を活用した相談の実施期間を拡充するなど
の対応◆

①
・スクールカウンセ
ラーをはじめとした相
談については市町村・
学校等の要望も強いこ
とから、継続して実施
することが必要
・スクールソーシャル
ワーカーについては、
十分な活用が図られて
い　ない状況も見られ
ることから、市町村等
へのさらなる周知が必
要

①
・スクールカウンセラー・電話相談・SNS相
談について、新型コロナウイルス感染症に
関連した不安に対応するためにも、国への
財源措置を要望するなど、さらなる充実に
向けて検討
・Ｒ２年度に作成した資料を活用し、ス
クールソーシャルワーカー活用事業のさら
なる普及啓発を図る
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Ｒ２の主な取組の状況【D】 施策の課題【C】 Ｒ３の取組（予定）【A】

新型コロナ感染症の影響による対応
新型コロナ感染症等の影響を踏
まえた課題

今後どのような取組を実施していくのか

Ｒ２の主な施策【P】

新型コロナ感染症の影響を
受けた施策

施
策
番
号

施策名 主管課 頁 進
展

14 体力・運
動能力の
向上

健康・
体育課

82-83 (1) ①新体力テストの
分析結果など、児
童生徒の体力の状
況を踏まえた授業
改善の具体的方策
や体力向上全体計
画の作成及び取組
の検証・改善に向
けた学校や市町村
に対する指導助言

①学校において児童生徒の体力の状況を簡
便に把握できる「新体力テスト分析ツー
ル」の作成・配付◆
※「新体力テスト分析ツール」の分析結果
を活用し、各学校における体力向上に向け
た検証改善サイクルを促進

①新型コロナウイルス
感染症の影響により、
児童生徒の運動の機会
が減少し、体力低下の
傾向が見られることか
ら、感染症対策を講じ
た上で、児童生徒の運
動量を確保できるよう
各学校における体力向
上に向けた創意工夫を
生かした組織的な取組
や体育の授業改善が必
要

①体育専科教員及び体育エキスパート教員
の実践事例を基に、感染症対策を講じた授
業改善や体力向上の取組に係る資料の作
成・配付
②中学校授業実践スペシャリストによる中
学校保健体育科の授業改善に向けた授業実
践セミナーの実施
③「北海道体力向上推進会議」の複数回の
実施
④「令和３年度新体力テスト分析ツール」
の作成・配付

◎

(2) ①学校、家庭、地
域、行政が一体と
なって子どもたち
の体力づくりを進
める機運を高める
強調月間において
運動機会の充実を
図る取組を推進

①市町村におけるスポーツイベント等の紹
介や運動機会の創出を啓発する資料の配付
などを行う「どさん子体力アップ強調月
間」を実施
※「どさん子元気アップチャレンジ」にお
ける実施内容の縮小

①新型コロナウイルス
感染症の影響により、
「どさん子元気アップ
チャレンジ」への参加
が前年度に比べて少な
い状況であるととも
に、新型コロナウイル
ス感染症の影響が長期
化する可能性があるこ
とを鑑み、各学校にお
いて日常的に運動に親
しむことができる具体
的な方策の検討が必要
◆

①新型コロナウイルス感染症の感染状況を
踏まえたリズム運動動画の作成・配信及び
プロスポーツ団体等と連携した普及啓発
②「どさん子元気アップチャレンジ」の実
施種目の改定による運動機会の充実を図る
取組の推進

健康・
体育課

(2) ①地場産物を活用
した特色ある献立
の周知及び活用促
進に取り組んでい
る実践事例等の普
及・啓発

①地場産物を活用した献立を募集し、北海
道学校給食コンクールを開催(１月　オンラ
イン開催)◆
※調理実技審査により調理技術や衛生管理
に係る評価を予定していたが、書類やプレ
ゼンテーションによる審査を実施。試食審
査もできず不十分。一方で地場産物を活用
した食育の審査及びオンラインによる視聴
参加等により実践事例等の普及・啓発には
有効。

①学校給食に使用した
道産食材の割合（食品
数ベースによる道の悉
皆調査）は文科省が実
施した抽出調査と比較
し増加しているが道産
食材の更なる使用促進
と地場産物を活用した
食に関する指導の充実
に向け、地域との連携
した一層の取組が必要

①
・学校給食コンクールをオンラインで開催
し、地場産物を活用した献立の工夫や食に
関する指導の充実、地域との連携した取組
等の普及・啓発
・関係団体等と連携してオンラインで開催
し、見逃し配信も行うことを積極的にＰＲ
するなど、全国学校給食研究協議大会（北
海道大会）における分科会等への学校給食
関係者、教育委員会職員等の参加の促進

健康・
体育課

(2) ②学校給食共同調
理場の衛生管理の
改善を図る取組の
実施

②アレルギー・アナフィラキシー対応研修
会の開催（２月～３月集合形式をオンデマ
ンド形式に切り替え実施）◆
※オンデマンド形式を活用することで、参
加者数が大幅に増加した。

②学校給食への異物混
入事故が減少していな
いことから、学校給食
関係者の衛生意識の向
上や学校給食衛生管理
基準の理解促進のため
に研修等の実施が必要

②
・引き続き、衛生管理指導者による派遣指
導や保健所と連携した指導助言等を実施
・関係団体等と連携してオンラインで開催
し、見逃し配信も行うことを積極的にＰＲ
するなど、全国学校給食研究協議大会（北
海道大会）における分科会への栄養教諭、
調理員等の参加の促進

◎

16 健康教育
の充実

健康・
体育課

86-87 (1) ②児童生徒の歯・
口腔の健康づくり
の推進を図るため
の「フッ化物洗口
普及事業」等の実
施

②フッ化物洗口未実施市町村に対して、主
な未実施理由を把握し、実施に向けた課題
解決の情報を提供するとともに、保健福祉
部と連携し、本庁職員による早期実施の要
請訪問
※要請訪問をオンラインに切り替えて実施
◆
※オンラインによる要請に切り替えたこと
により、複数の未実施市を対象とした要請
が可能となり、訪問に係る負担が軽減

②新型コロナウイルス
感染症の影響により、
生活習慣の乱れやメン
タルヘルスの問題等が
懸念されるため、さら
なる対策の強化が必要
◆
※養護教諭等を対象と
した研修における情報
提供及び研修内容の充
実

②新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、実施を見合わせている市町村への実施
に係る周知
※保健福祉部や北海道歯科医師会等関係機
関と連携し、早期の実施再開に向けた実施
方法等事例の周知

◎

健康・
体育課

(2) ①児童生徒の現代
的な健康課題に適
切に対応するため
の研修会の開催

①児童生徒の現代的な健康課題（新型コロ
ナウイルス感染症への対応、アレルギーへ
の対応）に関する研修の開催
※オンデマンド及び資料配付に切り替えて
実施◆
※研修の受講者及び校内研修への活用事例
が増加

①オンデマンドによ
り、どの地域において
も研修の受講が可能と
なることから、集合型
とオンライン型による
ハイブリッド開催が必
要

①健康教育推進研修会の開催（集合、オン
ライン、オンデマンド）

◎

15 食育の推
進

健康・
体育課

84-85 (1) ②栄養教諭を中心
とした食育推進体
制の整備・充実に
向けた指導助言及
び研修の充実

②
・「食育推進研究協議会」の実施
　栄養教諭を中心とした食育推進体制の確
立を図るため、学校の管理職、栄養教諭等
を対象に講演、事例交流等を実施。
　（12月 集合形式からオンライン形式に切
り替えて実施 78名）◆
※配信側の操作が不慣れのため、講義中の
音声トラブルが度々発生。また、事例発表
後の交流が十分で深められなかった。
・学校の管理職等を対象とした研修会での
説明及び資料提供◆
※集合形式で実施したことにより、現状や
課題について、説明後に参加者から意見等
を聴くことができた。

②新型コロナウイルス
感染症の拡大防止を図
るため、研究協議会を
集合形式からオンライ
ン形式に変更したこと
により、管理職の参加
率は増加（R01 13％→
R02 28％）したもの
の、全体の参加者は減
少(時間も十分確保でき
ず、研究協議で深める
ことができなかった)◆

②
・関係団体等と連携してオンラインで開催
し、見逃し配信も行うことを積極的にＰＲ
するなど、全国学校給食研究協議大会（北
海道大会）の食育推進体制に係る分科会等
への管理職、栄養教諭等の参加の促進
・食育推進協議会における食育推進体制の
整備・充実を図る研修をオンラインで開催
し、ブレイクアウトルーム機能を有効に活
用した研究協議を実施
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Ｒ２の主な取組の状況【D】 施策の課題【C】 Ｒ３の取組（予定）【A】

新型コロナ感染症の影響による対応
新型コロナ感染症等の影響を踏
まえた課題

今後どのような取組を実施していくのか

Ｒ２の主な施策【P】

新型コロナ感染症の影響を
受けた施策

施
策
番
号

施策名 主管課 頁 進
展

19 学校と地
域の連
携・協働
の推進

社会教
育課

92-93 (2) ①
・地域の実情に応
じた子どもの活動
拠点づくりの推進
・地域の教育資源
等を活用したプロ
グラム開発

①放課後活動推進協議会を開催（道内４ブ
ロック）
※新型コロナウイルス感染症の状況を踏ま
えた子どもへの支援の在り方を含めた専門
的な講義や演習、オンライン研修の実施◆
※参加者アンケートにおいて、新型コロナ
ウイルス感染症の状況を踏まえた子どもの
支援の在り方を含めた専門的な講義や演習
やオンライン研修に対する肯定的な回答が
多かった。

①
・全ての子どもが放課
後等を安全・安心に過
ごし、多様な体験・活
動を行うことができる
よう、地域や学校の実
情に応じた活動拠点づ
くりの推進が必要
・学校を核とした地域
の様々な機関や団体、
企業等との連携・協働
による創意工夫ある取
組が一層充実するよ
う、活動に関わるコー
ディネーターと地域人
材の育成・活用が必要

①
・協働活動支援員等を対象に、新型コロナ
ウイルス感染症の状況を踏まえた子どもへ
の支援の在り方を含めた専門的な講義や演
習を行う研修会の実施
・保健福祉部と連携して実施している研修
会において、日常の取組や現状と課題の交
流等を通して各地域における活動の推進に
つながる事例発表・情報交流を実施 ◎

21 学校段階
間の連
携・接続
の推進

義務教
育課

96-97 (2) ①「小中一貫教育
サポート事業」に
おける、「カリ
キュラム編成全道
研修会」の開催及
び小・中学校９年
間を見通した教育
課程のモデルの普
及

①指導主事等の継続的な学校訪問を実施
（新型コロナウイルス感染症の影響により
１市１校のみ）◆
※新型コロナウイルス感染症の影響により
道内指定地域への訪問回数減

①指定校の成果と課題
が明らかになったた
め、小・中学校９年間
を通じた教育課程の編
成・実施についての理
解と義務教育の質の向
上が必要

①「小中一貫教育サポート事業」の実施
　小・中学校９年間を通じた教育課程の編
成・実施等、地域の実情に応じた小中一貫
教育の導入及び円滑な実施への取組を支援

教職員
課

(1) ③教職の魅力向上
に関する取組の実
施

③教職を目指す高校生を対象にしたセミ
ナーは、新型コロナウイルス感染症の影響
等により集合形式での開催を見送り、代わ
りに各種情報提供を実施◆
※教員の現状等をホームページやリーフ
レット等により紹介したが、高校生と大学
生・現職教員との協議の場の提供ができな
かったため、教職を目指す高校生の意欲醸
成につなげる取組としては十分とはいえな
かった。

③高校生を対象にした
セミナーは、新型コロ
ナウイルス感染症の収
束状況等を見極めなが
ら実施方法等について
検討する◆
※集合形式での開催を
見据えながらも困難で
ある場合は「オンライ
ン形式」による協議の
場の提供など、教職を
目指す高校生の意欲醸
成につながる取組とな
るよう工夫する。

③教職の魅力向上に関する取組を通じ、
「北海道の教員を目指す」という意識醸成
を図ることで、質の高い教職人材の確保に
つなげるため、引き続き、取組を充実させ
る
※令和３年８月に「オンライン形式」での
開催を予定。

25 学校運営
の改善

教職員
課

104-
105

(2) ④市町村教育委員
会と学校が一体と
なって域内全体の
学校力向上を図る
仕組みを確立

④「学校力向上に関する総合実践事業」の
実施（全道協議会)◆
（第１回：７月27日　70名参加、第２回10
月30日　53名参加、第３回：２月26日　146
名参加）
※全て集合研修の予定であったが、オンラ
インの活用による協議会に変更（第１回及
び第３回）
※オンラインに変更しても当初予定してい
た内容を行うことができた。

④管理職のリーダー
シップの下、包括的な
学校改善と働き方改革
を推進することが求め
られていることから、
これまでの事業成果を
踏まえ、地域全体の学
校力向上を図る仕組み
の構築が必要

④学校力向上に関する総合実践事業におけ
る取組の成果を道内の学校に効果的に普及
する必要があることから、指定地域を拡充
し、引き続き、市町村教育委員会と学校が
一体となって域内全体の学校力向上を図る
仕組みを確立
※オンラインの活用による全道協議会を実
施

26 学校安全
教育の充
実

生徒指
導・学
校安全
課

106-
107

(2) ②警察等と連携し
た交通安全指導の
充実について、学
校教育指導及び管
内学校安全推進会
議等での指導助言

②警察等と連携した交通安全教育の充実に
ついて、学校教育指導及び管内学校安全推
進会議での指導助言（通年）

②新型コロナウイルス
感染症の拡大防止のた
め、警察等と連携した
交通安全教室の実施を
見合わせた学校が見ら
れたことから、校内放
送の活用や分散開催な
ど、実施方法の工夫に
ついて周知が必要◆

②通知（事務連絡）や教育委員会訪問、学
校教育指導等による指導助言
※教員向けの研修会等を通して、警察と連
携して行う校内放送を活用した交通安全教
室や学級ごとに分散して行う交通安全指導
など、新型コロナウイルス感染症に対応す
るための工夫をした交通安全教育の実施に
ついて指導助言を行う。

生徒指
導・学
校安全
課

(3) ④新型コロナウイ
ルス感染症等の感
染症拡大防止の観
点を踏まえた各学
校における危機管
理マニュアルの見
直しの推進

④新型コロナウイルス感染症等の感染拡大
防止の観点を踏まえた、各学校における危
機管理マニュアルの見直しについて通知や
学校教育指導等により指導助言（通年）◆

④新型コロナウイルス
感染症拡大防止を踏ま
えた危機管理マニュア
ルの見直しに課題が見
られる学校があること
から、継続した働きか
けが必要◆

④学校教育指導や管内学校安全推進会議等
における新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止の観点を踏まえた避難場所や避難
方法に係る危機管理マニュアルの見直しに
ついての指導助言◆

24 教員の養
成・採
用・研修
の一体的
な改革の
推進

教職員
課

102-
103

(1) ②教員養成課程の
ある大学への教員
育成指標に関する
アンケートの継続
及び結果のフィー
ドバックの実施

②教員養成課程のある大学へのアンケート
調査の継続実施、結果のフィードバック
（R3.3）
※新型コロナウイルス感染症の影響等によ
り、個別訪問による結果のフィードバック
ができない大学があったが、代わりに教育
育成指標の解説動画等を作成し、ＨＰで公
開

②動画等による説明が
大学側からも好評であ
り、継続する必要があ
るとともに、「withコ
ロナ」、「アフターコ
ロナ」を見据えた普
及・啓発が必要◆
※「教員育成指標」に
関する
説明会等の開催状況
は、大学側の休校等に
より予定を大きく下
回った
（対象39大学のうち、
実施２大学（延べ５
回））
※これまで集合形式で
実施してきた説明会等
をオンライン形式で実
施するなど、実施方法
の幅が広がった。

②新型コロナウイルス感染症の収束状況を
見極めながら、継続的な実施について検討
するとともに、ホームページ等を活用した
取組を充足させる。◆
※令和３年４月に説明会等に関する案内文
を各大学あて発出。この中で、オンライン
形式での実施例などを紹介。

◎
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Ｒ２の主な取組の状況【D】 施策の課題【C】 Ｒ３の取組（予定）【A】

新型コロナ感染症の影響による対応
新型コロナ感染症等の影響を踏
まえた課題

今後どのような取組を実施していくのか

Ｒ２の主な施策【P】

新型コロナ感染症の影響を
受けた施策

施
策
番
号

施策名 主管課 頁 進
展

27 生涯学習
の振興

社会教
育課

108-
109

(1) ①道民の生涯学習
をより一層振興す
るとともに、自立
した北海道を創造
する人材の育成を
図る道民カレッジ
事業の充実

①連携講座について、新型コロナウイルス
感染症対策として、単位認定方法を明確に
した上で実施団体にオンラインでの開講を
呼びかけ◆
※道民カレッジホームページに「視聴した
ことが確認できる写真の提示や講座中に発
表されるキーワードを伝える等で受講の証
明とする」旨の文書を記載してオンライン
化の呼びかけを行い、オンライン化した講
座の一覧もホームページに掲載した。

①コロナ禍の影響で実
地開催の講座が減る
中、オンライン配信形
式である主催講座の視
聴数が増えたことか
ら、オンライン配信形
式の講座を増やしてい
くことが必要◆
※主催講座は全てオン
ライン化しているた
め、連携講座において
オンライン化を更に進
めていく必要がある。

①主催講座以外の連携講座のオンライン化
を引き続き実施団体に呼びかけ◆
※引き続き道民カレッジホームページに単
位認定方法を掲載して、オンライン化を広
く呼びかけていく。オンライン化した講座
一覧も逐一掲載していく。

◎

28 社会教育
の振興

社会教
育課

110-
111

(1) ③市町村における
社会教育主事の養
成のため、社会教
育主事講習事業を
文部科学省から受
託し開催

③「社会教育主事講習」を、北海道の広域
性を考慮し、札幌市にホスト会場を、道内
６市町村にサテライト会場を設けてオンラ
インで結び開催
※オンラインを活用し予定どおり実施する
ことができた。

③北海道の広域性を考
慮してのオンライン運
営体制の構築であった
が、結果的に新型コロ
ナウイルス感染拡大防
止のための取り組みと
なったことから、オン
ライン運営体制の推進
及びノウハウの更なる
蓄積が必要◆
※講座のオンライン化
を部分的に行うのかま
たは全日程で行うか、
会場と会場（集合形
式）を結ぶのかまたは
会場と個人を結ぶのか
等、あらゆる場面を想
定した運営ノウハウの
確立が必要

①・③・④
・市町村の社会教育主事や生涯学習関係職
員等の指導者を直接育成することができる
社会教育主事講習を主催事業のベースとし
て、受講者のスキルアップやフォローアッ
プの機能を備えることができるような研修
体系への見直し
・社会教育主事に加え、社会教育士を対象
としたコンテンツを研修内容に反映
・モデル事業形成のための調査・研究事業
として、引き続き芦別市と鷹栖町で「地方
創生塾」を実践

◎

(3) ①市町村の求めに
応じて計画の策定
を支援

①市町村教育委員会訪問を実施（通年、各
管内）
※実際に訪問することは困難であったが、
オンライン形式で予定どおり実施すること
ができた。

①コロナ禍の影響で市
町村教育委員会訪問が
難しい中、オンライン
形式での指導助言の実
施が増えたことから、
オンライン形式での策
定支援の機会を増やし
ていくことが必要◆
※オンライン化を部分
的に行うのか全てオン
ライン化するか、会場
と会場（集合形式）を
結ぶのかまたは会場と
個人を結ぶのか等、あ
らゆる場面を想定した
運営ノウハウの確立が
必要

①オンライン形式での策定支援の機会の市
町村への積極的な呼びかけ◆
※生涯学習推進センターホームページの
「自主権集団対受入事業」内で、オンライ
ン形式の支援も行っていることを告知す
る。

◎

29 芸術文化
活動の推
進

文化
財・博
物館課

112-
113

(1) ①美術館の収蔵品
等を活用した鑑賞
機会提供等

①休館中に学芸員が展覧会やコレクション
を紹介する動画配信「北海道リモート
ミュージアム」を開始。再開後も継続して
更新◆
※５美術館・３博物館において休館や中止
となった展覧会があり、道民等の鑑賞機会
が減少したことから、
休館中に学芸員が展覧会やコレクションを
紹介する動画配信「北海道リモートミュー
ジアム」を開始。再開後も継続して更新し
ている。

①・③
・様々な地域、学校で
芸術に触れる機会の提
供が必要
・事業を充実し、より
効果的な事業周知、広
報展開が必要

①・③
・道立美術館での継続的な作品収集
・市町村と連携した鑑賞機会の提供
・動画コンテンツの充実

◎

文化
財・博
物館課

(1) ②魅力ある展覧会
の開催

②道立美術館・博物館におけるコレクショ
ン展、特別展の開催（５美術館、３博物館
で開催）コロナ禍により休館や中止となっ
た展覧会あり◆）
※５美術館・３博物館において休館や中止
となった展覧会があり、道民等の鑑賞機会
が減少したことから、
休館中に学芸員が展覧会やコレクションを
紹介する動画配信「北海道リモートミュー
ジアム」を開始。再開後も継続して更新し
ている。

②
・新たなテーマ、切り
口による展覧会等の魅
力拡充が必要
・美術館に関心を持つ
きっかけとなるような
動画コンテンツの充実
が必要
・様々な地域、学校で
芸術に触れる機会の提
供が必要
・事業の充実と、より
効果的な事業周知、広
報展開が必要

②魅力ある展覧会の開催
・道立美術館での継続的な作品収集
・市町村と連携した鑑賞機会の提供
・動画コンテンツの充実

◎

30 文化財の
保存及び
活用の推
進

文化
財・博
物館課

114-
115

(4) ②文化財の伝承に
係る情報提供

②学校教育や生涯学習の場で活用できるよ
う、文化財ニュ－スレターの発行（年６
回）
※道内２カ所で「ほっかいどう民俗芸能
フォーラム」を開催予定であったが、開催
方法を変更し、遠隔システムを活用した
「ほっかいどう民俗芸能ｅフォーラム」を
開催した。

②道内の民俗芸能団体
が他団体との交流の機
会を得たR2は新型コロ
ナウィルス感染症対策
のため、遠隔システム
により「ｅフォーラ
ム」を開催◆し、道北
の４管内６市町が参加
したが、今後、道内の
他の地域でも他県の先
進的な取組に触れ、他
団体と交流する機会が
必要
※今後、道内の他の地
域でも他県の先進的な
取組に触れ、他団体と
交流する機会が必要

②
・学校教育における学習機会の充実などに
より文化財の伝承に資するため、引き続き
文化財についての情報発信などの取組を実
施
・民俗芸能の伝承において、引き続き、保
存団体等への情報提供や、他団体との交流
機会の提供、保存団体等の間の連携を図る
ための取組を実施
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